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様式第1号(第3条関係)
　　　　　　年度集落営農ステップアップ推進事業実施計画書
	
	事業実施主体名
（代表者氏名）
	

	
	所在地
	


1　事業の目的



2　事業実施地区の概要
（1）事業実施区域および農用地利用改善団体（または予定する団体）の概要
①　事業実施区域
	市町村名
	集落名
	


注）1　集落名の欄には関連する集落名の全てを記入し、全域でない場合は「一部」等と具体的に記入してください。（例：○○集落と△△集落の一部）
2　また、事業実施区域が集落の区域を超えたり、一部であったりしてはっきりと表現できない場合は、区域を示す図面を添付してください。

②　農用地利用改善団体（または予定する団体）の名称
	吉田農用地利用改善組合
	



③　参加戸数、農用地面積
	
	区域内の農地に関する
地権者の戸数
	
	区域内の
農用地面積
計
	
	

	
	
	うち団体参加
（予定）戸数
	
	うち
水田
	

	現状
	戸
	戸
	ha
	ha
	



（2）特定農業団体（または予定する団体）の概要
①　特定農業団体（または予定する団体）の名称
	
	





	
	
	現状
	改善の方向
	

	区分
	水稲
	
	
	

	
	麦
	
	
	

	
	大豆
	
	
	


注）　生産組織を次の①～④に区分し、作物の区分毎にその現状と改善の方向を記載してください。
＜生産組織の区分＞
①集落協業経営方式　　　　：集落営農組織がその構成員の農地を一括して使用し、農作物の販売や経理についても一元的に処理する方式。
②共同利用オペレーター方式：機械を共同で購入し、少人数の特定オペレーターが作業する方式
③共同利用共同作業方式　　：機械を共同で購入し、共同で機械作業を行う方式。
④共同利用個人作業方式　　：機械を共同で購入し、各農家が順番に使って作業する方式。

③　特定農業団体（または予定する団体）の活動状況
	
	
	農作業受託および協業経営の状況
	

	
	構成農家戸数
	うち
認定農業者数
	
	

	
	
	
	水田
	うち
水稲
	うち
麦
	うち
大豆
	

	現状
（　　　　年）
	戸
	人
	ha
（　　　）
	ha
（　　　）
	ha
（　　　）
	ha
（　　　）
	

	
	うち協業経営
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）
	（　　　）
	


注）1　「農作業受託および協業経営の状況」の欄は、組織として協業経営している面積および主要作業のうち1作業以上受託している農地の実面積の合計を記入してください。
2　下段の（　　）内には、事業実施地区内の面積を内数で記入してください。
3　水田の面積は、組織が関連する実面積を記入することとし、同一ほ場で麦および大豆を作付けしている場合は、水田面積＝水稲面積＋麦面積＋大豆面積とならないことに注意して下さい。


3　事業の内容
	事業の区分
	内容
	事業費
	備考
	

	特定農業団体の設立
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	

	法人化計画の実践
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	

	土地利用調整実践計画の策定
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	





（2）収支予算
①　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	本年度予算額
	前年度予算額
	比較増減
	備考
	

	
	
	
	増
	減
	
	

	市町村費
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	





②　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	本年度予算額
	前年度予算額
	比較増減
	備考
	

	
	
	
	増
	減
	
	

	集落営農ステップ
アップ推進事業費
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	



